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• トラフィックは年率１．５倍で増加しており、今後も継続する。

⇒適切なトラフィック対策（参考１）と追加周波数割当てが必要。

現状認識 ～トラフィック増加状況について～

2

日本のデータトラヒック量
出典：総務省公表データ （http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/data/gt010602.pptx）

世界のデータトラヒック量
出典：エリクソン・モビリティレポート（2015年11月）



© ２０１６ ＮＴＴ ＤＯＣＯＭＯ、ＩＮＣ． Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ．

第４世代移動通信システムが中心

• ５Ｇによる様々な利用シーンによりトラフィックが劇的に変わる。
⇒今後、高い周波数帯域（ミリ波等）における広帯域割り当てが必要。

２０２０年代のトラフィック動向について

3

２０１５年現在 ２０２０年頃

現在の利用シーン、アプリケーションの
トラヒックの伸び（＝年率１．Ｘ倍で伸び
ていく想定）

利用シーンの変化（トラフィック集中、等）、
アプリケーション多様化による増加

トラフィック

年度

局所的なトラフィックの発生

当面は、前頁に示すような事業者の対策
と３ＧＰＰバンドの追加割り当てで対応

長期的には、ミリ波等のより高い周波数帯
において広帯域の割り当てで対応

５Ｇ登場により、
トラフィック発生
模様が変わる
可能性あり



© ２０１６ ＮＴＴ ＤＯＣＯＭＯ、ＩＮＣ． Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ．

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

ドコモ ＫＤＤＩグループ ＳＢグループ

国内事業者の周波数ひっ迫状況
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• 弊社の周波数ひっ迫度（※）は、競合他社よりも高い。

⇒多くの利用者が周波数を共用する携帯電話では、

公正な競争条件の確保のため、周波数ひっ迫度に差がないことが必要。
（※） ２０１５年度２Ｑにおける周波数ひっ迫度を、「周波数ひっ迫度＝契約者数/周波数幅」で計算。

契約者数は、総務省発表の電気通信サービス契約者数データ（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/eidsystem/market01_01.html）及びＴＣＡ発表（２０１５年度２Ｑデータ）を使用。

割当周波数幅は、ドコモ＝２００ＭＨｚ幅、ＫＤＤＩグループ＝２００ＭＨｚ幅、ＳＢグループ＝２１０ＭＨｚ幅（参考２）。
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• トラフィック増への対応に当り、公平な競争状況を確保することが必要。

⇒今後の周波数割当ては以下の条件を考慮して実施したらどうか。

直近の周波数割当てに関する意見

5
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Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社

周波数ひっ迫度が高い事業者は、他社と同等の品質を提供するため、
より多くの対策（小セル化、多セクタ化等）を実施しなければならない

（１） 事業者間の周波数ひっ迫度の差を考慮し割当て幅を変える

• 全体割当て幅を増やしつつ、周波数ひっ迫度のアンバランスを解消する契機とする

（２） 国内未割当ての３ＧＰＰ帯（１.７ＧＨｚ、２.３ＧＨｚ、３.５ＧＨｚ帯）から割当て

• トラフィック増に速やかに対応するには、グローバルバンドである３ＧＰＰ帯が望ましい

（当該バンドが他業務で運用中の場合は周波数共用の可能性も模索すべき）
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電波利用の将来像を踏まえた電波制度の在り方

• ２０２０年代には全ての「もの」が無線でつながる社会が実現。
⇒膨大なトラフィックと莫大な無線局数に対応可能な電波制度が必要。

7

全ての「モノ」が無線でつながる 無線サービスの高度化・多様化

４Ｋ/８Ｋ
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今後の電波制度への提言

（１） 充分なモバイル周波数の確保に向けて
• 高い周波数帯域を開拓し、さらに、既存周波数帯を有効に活用することが重要

（２） 莫大な無線局数を適切に監理する制度
• 効率的な免許手続きの採用と共に、適切な電波監理制度の実現が必要

• 今後は、膨大なトラフィック量、莫大な無線局数への対応が前提となる。
⇒充分なモバイル周波数の確保と適切な免許監理制度が必要。

• 産官学連携による研究開発促進
• ５ＧＭＦ実証実験の推進
⇒ 早期の候補帯域の確定が鍵（参考３）

• 周波数共用の促進（参考４）
• 周波数再編の促進
⇒ 既存帯域から利用可能な帯域を創出

• 周波数の共用性を速やかに判断できる
免許制度が必要（参考４）

• 適切な混信回避のための方策を国を挙
げて推進していくことが必要（参考５）

8
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次期電波利用料について（１）

10

（１） 電波利用料の負担軽減について
• 電波利用料負担の軽減、全体バランス確保をお願いしたい（参考６）
• 地上デジタル放送総合対策の終了を踏まえ、歳出を抑制するよう配慮を頂きたい

（２） 次期電波利用料額見直しについて
• 電波利用料制度が、電波の有効利用の促進につながることが望ましい
• 例えば、

• 電波の有効利用度合に連動した電波利用料額の設定
• 携帯電話については割当て帯域幅による料額算定へ一本化
• 周波数共用帯域への「特定係数」の適用（参考７）

• 電波利用料制度の主旨（※）を踏まえ、免許人の負担をできるだけ軽減で
きるよう配慮をお願いしたい。

（※） 「電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用を、その受益者である無線局免許人が公平に負担するもの」
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次期電波利用料について（２）
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（１） ５Ｇ早期実現に向けて
• ５Ｇ総合実証実験（５ＧＭＦ）
• ６ＧＨｚ以上の高い周波数帯の開拓（生体防護研究調査、国民のリテラシー向上）

（２） 新たな周波数帯域の創出に向けて
• ＢＳ/ＣＳ-ＩＦ等のＴＶ混信対策（参考５）

（３） 条件不利地域への携帯電話エリア拡大等に向けて
• 携帯電話等エリア整備事業/電波遮へい対策事業をはじめとする予算措置に

おける、国の負担割合の拡大、電波の有効利用促進を図る方式や設備の導入
への支援（参考８）

• 基地局設置に際し、医療機器への配慮が必要な病院内のエリア整備

• 携帯電話の更なる高度化・利便性向上、５Ｇ、ＩｏＴ等の新技術を考慮し、
以下のような使途を検討したらどうか。
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スマートライフのパートナーへ

13

パートナーとの「協創」による価値創造

・IoT

・社会的課題の解決

・地方創生

・2020

社会価値の協創

協創協創

ドコモドコモ

ビジネスアセットビジネスアセット

パートナーパートナー

ビジネスアセットビジネスアセット

パートナーとともに

新たな価値創造

価値創造価値創造

ドコモドコモパートナーパートナー

価値創造価値創造

協創協創
ドコモドコモパートナーパートナー

価値創造価値創造

協創協創

ドコモドコモパートナーパートナー

価値創造価値創造

協創協創

「 」の展開
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社会的価値の協創（社会的課題の解決）

14

ＩＣＴによる情報連携を通じたサポート

タブレットを活用した学校・家
庭間のシームレスな教育環境
の構築を通じて、きめ細やか
な学習支援を実現

水田センサや牛温恵等とタ
ブレットを組み合わせ、勘と
経験に頼らない生産性の高
い農業を実現

農業の
ICT化推進

農業の
ICT化推進

健康・医療の情報連携
の推進

健康・医療の情報連携
の推進

ICTを活用した
教育・学習支援の推進

ICTを活用した
教育・学習支援の推進

健康・医療健康・医療 教育・学習教育・学習 農業農業

ヘルスケアデータとゲノム解
析の連携による予防医療の
支援を通じて医療サービスの
高度化を実現
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社会的価値の協創（２０２０を見据えたビジネス創出）

15

先進性の発信と新たなビジネスの創出を推進

ダントツの翻訳精度ダントツの翻訳精度

先進の翻訳サービス先進の翻訳サービス

快適な移動環境快適な移動環境 ICTを活用したスポーツ振興ICTを活用したスポーツ振興

多言語での自然なコミュニケーションを実現

サイクルシェアで快適な移動手段を提供し、
先進のナビゲーションで施設の中まで案内

バイタルデータの活用によりスマートフォンが
一人ひとりの専属トレーナーに進化

快適なNWインフラ快適なNWインフラ

先進のNWサービス先進のNWサービス

快適な移動手段と
先進のナビゲーション
快適な移動手段と

先進のナビゲーション
バイタルデータ連動の

スポーツサービス
バイタルデータ連動の

スポーツサービス

5G

4K・8K時代の超高速・大容量な５G実現と
訪日外国人が手軽に使えるWiFi環境整備
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（参考１） 事業者によるトラフィック対策の一例

小セル化による
容量拡大

１０

１０

１０

１０

１０

１０

10 10

10 10

10 10

10１０

１０

１０

１０

１０

１０

１０

高トラフィック基地局のエリア内に
トラフィック分散用の基地局を増設

小セル化
基地局のカバーエリア（セル）
※数字は1セル当たりの容量（参考値）

多セクタ化

１０

１０

１０

１０

１０

１０

１０

１０

１０

１０

１０

１０

１０

１０
１０ １０

多セクタ化による
容量拡大

高トラフィック基地局のアンテナを
狭い指向性（水平方向）のアンテナ
とし、多セクタ化

高トラヒックの基地局
（ターミナル駅等）

ＲＮＣ地下

屋外基地局（新設局）の割り入れ

屋内だけではなく、屋外の品質向上も見込める、ビルが密集して
いるようなエリアでの対策方法

BT
S

干渉で屋外波の使えないマンション高層階や圏外で携帯の使えない地下
フロアに対する屋内対策方法

大規模な屋内対策が必要な場合の対策方法
・吹き上げタイプ基地局

高層階

地下

ビル密集エリア

割り入れ局（新設局）

吹上げ局

屋外基地局

小電力レピータ／ブースター

フェムトセル用超小型基地局装置

吹き上げ、ＭＯＦ

ＭＯＦ ＢＴＳ

法人案件等に対応する
屋内対策

・ＭＯＦ等のＩＭＣＳ装置

屋外波レベルがあり、屋内対策の必要なエリアが
一部（小規模、低層階）あるような場合の屋内対策方法

17

様々なタイプの基地局による対策

屋外局の電波
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（参考２） 国内事業者への周波数割当て状況

18

現在、国内事業者に割当てられている周波数帯は下表の通り。

周波数帯 合計
７００
ＭＨｚ

８００
ＭＨｚ

９００
ＭＨｚ

１．５
ＧＨｚ

１．７
ＧＨｚ

２
ＧＨｚ

２．５
ＧＨｚ

３．５
ＧＨｚ

ドコモ ２００ＭＨｚ ２０ＭＨｚ ３０ＭＨｚ ー ３０ＭＨｚ
４０ＭＨｚ
東名阪
限定

４０ＭＨｚ ー ４０ＭＨｚ

ＫＤＤＩ
グループ

２００ＭＨｚ ２０ＭＨｚ ３０ＭＨｚ ー ２０ＭＨｚ ー ４０ＭＨｚ ５０ＭＨｚ ４０ＭＨｚ

ａｕ １５０ＭＨｚ ２０ＭＨｚ ３０ＭＨｚ ー ２０ＭＨｚ ー ４０ＭＨｚ ー ４０ＭＨｚ

ＵＱ ５０ＭＨｚ ー ー ー ー ー ー ５０ＭＨｚ ー

ＳＢ
グループ

２１０ＭＨｚ ２０ＭＨｚ ー ３０ＭＨｚ ２０ＭＨｚ ３０ＭＨｚ ４０ＭＨｚ ３０ＭＨｚ ４０ＭＨｚ

ＳＢ＋Ｙｍｏ １８０ＭＨｚ ２０ＭＨｚ ー ３０ＭＨｚ ２０ＭＨｚ ３０ＭＨｚ ４０ＭＨｚ ー ４０ＭＨｚ

ＷＣＰ ３０ＭＨｚ ー ー ー ー ー ー ３０ＭＨｚ ー
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（参考３） ２０２０年代の周波数拡大に向けて

19

ＷＲＣ１５において世界の各地域から提案された検討対象周波数帯（※）のうち、世界の主

要マーケットから提案されている帯域を日本の候補帯域として検討していくことが望ましい。

（※） ＷＲＣ１９新議題に向けて各地域から提案された周波数。これに加えＷＲＣ１５議題１．１で提案された６ＧＨｚ以下の状況も考慮すべき。
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業務Ｃの
免許人

業務Ｅの
免許人

（参考４） 第三者機関による共用可能性確認スキーム

20

周波数ひっ迫状況に対応するには既存帯域における周波数共用を促進する必要がある。

業務Ａ 業務Ｂ
周波数

場所

これまでの一般的な周波数帯の運用
⇒異なる業務、免許局では同じ周波数を

使わないことで混信を防止

今後の周波数帯の運用方法（周波数共用）
⇒ 異なる業務、免許局であっても、場所を変えれば、

同じ周波数を使っても混信を防止できる

ＡとＣ、ＡとＤ、ＢとＥ、
ＢとＦが互いに混信し
ないことを事前に確認
できていることが前提業務Ａ 業務Ｂ

周波数

場所

業務
Ｃ

業務
Ｅ

周波数利用効率２倍

共用検討パラメータ
のデータベース

業務Ａの免許人 業務Ｂの免許人

周波数共用を推進すると、事前調整に係る免許人、無線局数が非常に多くなるため、第三
者機関による効率的かつ実用的な事前確認スキームの策定が必須となる。

事前調整

業務
Ｄ

業務
Ｆ

業務Ｄの
免許人

業務Ｆの
免許人

業務Ｃの免許人 業務Ｅの免許人

業務Ａの免許人 業務Ｂの免許人

業務Ｄの免許人 業務Ｆの免許人

免許人同士が個別に事前調整（現状）

第三者機関で事前調整（提案）
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（参考５） ＴＶ関連の混信防止対策

21

２つの混信の発生原因は異なるが、どちらも対策は、ＴＶ受信系の工事になるため、一般家

庭の方々には違いがわかりにくい。今後、対策を促進するためには、関係者が連携した対応

をする必要がある。

・・
・・

・・

・・

・・

・・

【手ひねり接続】

各部屋TVへ

ＢＳ／ＣＳ

ブ ー ス タ

ＵＨＦ帯
（７００ＭＨｚ）

Ｋｕ帯
（１１～１２ＧＨｚ帯）

中間周波数
（１～３ＧＨｚ）

分 配 機 ・・
・・

・・

・・

・・

・・

７００ＭＨｚ帯携帯電話⇒ＴＶ受信系への混信は、ＴＶ受信系
が旧アナログＴＶ帯域（現７００ＭＨｚ携帯電話帯域）を受信す
る仕様になっている事に起因する。

ＢＳ/ＣＳ-ＩＦ帯⇒携帯電話等への混信は、ＴＶ受信系
の不良施工により発生。

携帯電話基地局携帯電話基地局
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（参考６） 平成２８年度電波利用料予算案

22

※総務省電波政策２０２０懇談会制度ＷＧ資料（制ＷＧ１－２）より抜粋
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（参考７） 周波数共用帯域への特性係数（ア）の適用

23

（※１)総務省報道発表資料より抜粋：「電波利用料の見直しに係る料額算定の
具体化方針（案）」に対する意見募集の結果（平成26年1月21日）現行の特性係数（ア）（※１）

（ア） 同一システム内で複数の免許人による共用を行う型の
電波利用形態：1/2
簡易無線やラジオマイクのように、多数の免許人等が同一の周波数
の共用を図ることにより国民に等しく電波利用の機会を付与する形
態については、その利用形態を勘案することとします。

• 電波利用料制度は、電波の有効利用を促進する
ことを目的とすべきであり、この視点に立てば、
「同一システム内で複数の免許人による共用」だ
けではなく、「同一周波数帯を多数の免許局で共
用」するケース（※２）に特性係数を適用すべきでは
ないか？

（※２） ３．５ＧＨｚ帯は今後、固定衛星業務と携帯電話業
務が共用していく帯域であり、同一周波数帯を非常に多く
の免許局で有効に活用している帯域となる。



© ２０１６ ＮＴＴ ＤＯＣＯＭＯ、ＩＮＣ． Ａｌｌ Ｒｉｇｈｔｓ Ｒｅｓｅｒｖｅｄ．

（参考８） 条件不利地域への補助の拡大等

24

• 現行制度では自治体や事業者等の負担が大きく、要望があるにも関わら
ず制度の活用が進まない事業については、国の負担割合を引き上げる等
（自治体等は負担軽減）により、制度を活用しやすくすべきではないか？
※対象：携帯電話等エリア整備事業・電波遮へい対策事業

• 老朽化/陳腐化した「導入済み設備」を「電波の有効利用促進を図るＬＴ
Ｅ等の方式や設備」へ更改する場合も補助の対象とすべきではないか？

※対象：携帯電話等エリア整備事業・電波遮へい対策事業

• 携帯電話等エリア整備事業は「３Ｇ方式」のみが補助対象だが、ＬＴＥ等
の「電波の有効利用を図る方式」も補助の対象とすべきではないか？
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